
※基準価額は信託報酬控除後の値です。

ファンド設定日：2005年12月26日

※基準価額及び税引前分配金再投資基準価額は、信託報酬控除後の値です。
※税引前分配金再投資基準価額は、本ファンドに分配金実績があった場合に、当該分配金（税引前）
   を再投資したものとして計算しています。
※当ファンドの設定日前日を10,000として指数化しています。

※期間収益率は、本ファンドに分配金実績があった場合に、当該分配金（税引前）を再投資したものとして計算しています。

※収益分配金は1口当たりの金額です。
※分配金は過去の実績であり、将来の分配金の水準を示唆・保証するものではありません。

第18期 第19期
設定来累計

決算日

分配金 0円 0円 0円 0円 0円 0円

2020/12/22 2021/12/22 2022/12/22 2023/12/22 2024/12/23

収益分配金（税引前）推移

決算期 第15期 第16期 第17期

１年 ３年 ５年

ファンド 64.43％ -0.43％ 9.47％ 37.15％ 24.37％ 14.91％

設定来 １カ月 ３カ月 ６カ月

-8.41％

現金等 136 2.9％
※本ファンドは、小型成長株・マザーファンド を通じて実質
的に株式に投資しています。
※現金等には未収・未払項目などが含まれるため、マイナ
スとなる場合があります。

期間収益率

金額 比率

国内株式 4,491 97.1％

マザーファンド

マザーファンド 3,802 100.5％

現金等 -18 -0.5％

37.84億円

基準価額等の推移 資産構成（単位：百万円）

金額 比率

純資産総額

ファンド

運用実績

基準価額 16,443円 前月末比 ▲71円

追加型投信／国内／株式

ＳＢＩ小型成長株ファンド　ジェイクール 月次レポート
販売用資料

愛称：jcool 2025年9月30日基準
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※最終ページの「本資料のご留意点」を必ずご覧ください。 1



※組入比率はマザーファンドの純資産総額比
※四捨五入の関係で合計が100％にならない場合があります。

※組入比率はマザーファンドの純資産総額比。
※四捨五入の関係で合計が100％にならない場合があります。
※本ファンドはファミリーファンド方式で運用を行っているため、マザーファンドの運用状況を表示しています。

ビーイングホールディングス　　　　　　　 スタンダード 陸運業 3.4％

組入銘柄数 46銘柄

10 9145

3.4％

8 5038 ｅＷｅＬＬ　　　　　　　　　　　　　　　 グロース 情報・通信業 3.6％

9 4419 Ｆｉｎａｔｅｘｔホールディングス　　　　 グロース 情報・通信業

3.6％

6 5137 スマートドライブ　　　　　　　　　　　　 グロース 情報・通信業 3.6％

7 4377 ワンキャリア　　　　　　　　　　　　　　 グロース 情報・通信業

3.7％

4 6524 湖北工業　　　　　　　　　　　　　　　　 スタンダード 電気機器 3.7％

5 9556 ＩＮＴＬＯＯＰ　　　　　　　　　　　　　 グロース サービス業

3.7％

2 6226 守谷輸送機工業　　　　　　　　　　　　　 スタンダード 機械 3.7％

3 7373 アイドマ・ホールディングス　　　　　　　 グロース サービス業

3.7％

マザーファンドの状況

市場別組入比率 業種別組入比率

組入上位10銘柄

証券コード 銘柄名 市場区分 業種 比率

1 4258 網屋　　　　　　　　　　　　　　　　　　 グロース 情報・通信業

追加型投信／国内／株式

ＳＢＩ小型成長株ファンド　ジェイクール 月次レポート
販売用資料

愛称：jcool 2025年9月30日基準
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※最終ページの「本資料のご留意点」を必ずご覧ください。
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※企業調査概況は、本ファンドのマザーファンドに助言しているエンジェルジャパン・アセットマネジメントからのコメントです。
※ご紹介する企業はファンドのコンセプトをご理解いただくためのものであり、個別企業の推奨をする目的ではありません。

企業調査概況

　ある情報セキュリティ企業が発表した調査結果によりますと、2025年上半期（1～6月）に国内の組織において発生したセキュリティ上のイン
シデント（脅威）は前年同期比8割増となり、2018年以来最多を更新したようです。近年は下請け企業、業務委託先、外部サービス提供
者など、供給網の過程における弱点を突かれるケースも多く、企業の大小を問わず大きな脅威になっているのは間違いありません。手口は年々
複雑・巧妙になっているため、いくら対策しても“いたちごっこ”になる感は否めませんが、それでも日本の対策は後手に回っているのが現状でしょう。
例えば会計検査院の調査では、中央省庁や出先機関が運用する重要な情報システムのうち約16％はソフトウェアの脆弱性に対し適切な措置
を取っていないと発表されています。また金融庁も、多発する証券口座乗っ取り事件を受けて、金融業界全体に不正アクセス対策強化を要請
しています。日本のセキュリティツール市場は海外製品が過半数を占めており、まだ産業として競争力が低いのは確かです。“何でも国産が一番”
と盲信する時代ではありませんが、日本へのサイバー攻撃に特異性が存在するケースもみられるため、安全保障の観点からも国産製品の重要性
は増しています。
　政府が国産を後押ししていることもあり、これを商機と捉えて近年は多くの新興企業がセキュリティ分野に進出してきました。しかし国産を謳うだ
けで売上が伸ばせるほど甘い世界ではありません。実績という点では圧倒的に海外製品が有利ですので、技術や品質を同等に引き上げ、更に
サポート等で差別化することが不可欠です。国産だから優遇されて成長するだろうという楽観的な見方はせず、海外製品との厳しい競争に立ち
向かえるかという視点で、魅力的な銘柄を見極めていきたいと思います。

　9月の国内株式市場は、石破首相の辞任、総裁選の前倒しなどの政局不安は懸念されましたが、米国の利下げ再開によるグローバルな株
式市場の上昇と根強いAI関連への成長期待により、日経平均株価、TOPIXともに史上最高値を更新するなど、力強い上昇となりました。
　日本株は、初旬に石破首相が辞任し、総裁選の前倒しを発表したことで、日本の政局不安が懸念されましたが、次期政権下での財政拡大
政策への期待もあり、大きな悪材料とはなりませんでした。一方で、グローバルな株式市場での一番の関心事であった米国の利下げ再開が期待
される中、17日のFOMC（連邦公開市場委員会）で0.25％の利下げが決定され、NYダウが史上最高値を更新するなど、上昇基調が強ま
り、日本株にも好影響を与えました。特に、半導体関連銘柄で構成される米国のSOX指数が９連騰するなど、相場の牽引役はAI半導体や
データセンター関連で、日本でもアドバンテストやソフトバンクグループの上昇が目立ちました。19日の日銀決定会合では日本株ETFの売却が発
表されたものの、売却期間が100年以上で大きな影響とはならず、25日には日経平均株価、26日にはTOPIXが史上最高値を更新するなど
力強い動きが続きました。月末にかけてやや利食い売りが出たものの、月末の日経平均株価は44,932.63円となり、月間でプラスとなりました。
　大型株では、米国のAI半導体関連の上昇の好影響から「アドバンテスト」「東京エレクトロン」「レーザーテック」など半導体関連が上昇、グロー
バルなデータセンター関連投資の加速期待から「ソフトバンクグループ」が上昇しました。一方で、不適切な会計処理問題で「ニデック」が急落し、
主要株主の売り出しによる需給懸念から「テルモ」の下落が目立ちました。
　東証33業種別では、データセンター関連の電線株が牽引した「非鉄金属」、半導体関連中心に電子部品などに物色が広がった「電気機
器」、日本の不動産価格の上昇を好感した「不動産業」が上昇する一方で、市況回復の動きが鈍い「海運業」、日銀の利上げ見送りで「保険
業」が下落しました。当月の指数の動きはTOPIXが+2.03％、日経平均株価+5.18％、東証グロース市場250種指数（旧東証マザーズ指
数）▲4.48％となりました。

ＳＢＩ小型成長株ファンド　ジェイクール 月次レポート
販売用資料

愛称：jcool 2025年9月30日基準
追加型投信／国内／株式

市場動向及び企業動向等

当月の市場動向

※最終ページの「本資料のご留意点」を必ずご覧ください。 3



※本ファンドのマザーファンドに助言しているエンジェルジャパン・アセットマネジメントからのコメントです。
※ご紹介する企業はファンドのコンセプトをご理解いただくためのものであり、個別企業の推奨をする目的ではありません。

追加型投信／国内／株式

ＳＢＩ小型成長株ファンド　ジェイクール 月次レポート
販売用資料

愛称：jcool 2025年9月30日基準

　今月は、半導体の設計・開発・販売をグローバルに展開している「ソシオネクスト」をご紹介します。半導体の中でも、機器の性能を決める心臓
部となるSoC（システムオンチップ：必要な複数の機能要素を一つのチップに集約した集積回路）に特化し、台湾系などの委託工場を活用し
て製造するファブレス（工場を持たない）半導体メーカーです。
　同社は、2015年に「富士通」と「パナソニック」の半導体事業からシステムLSI（大規模集積回路：SoCとほぼ同義）の設計開発部門が分
離独立して、設立しました。その技術力を活かすビジネスモデルとして確立したのが、他社にみられない“ソリューションSoC”です。顧客が、自社の
電子機器に求める仕様を満たす半導体を作ろうとした場合、従来であれば自社で全ての設計を行って委託メーカーに依頼するか、回路設計
（＝論理設計）メーカーが提供するASSP（特定用途向け標準品）から調達する、という手段に限られました。前者であれば多数の開発要
員が必要になり、後者であれば多少の融通は効くものの大きく差別化された製品は作れない、といった問題がありました。しかし、“ソリューション
SoC”は、回路設計から顧客をサポートし、委託メーカーの選定も行うため、二人三脚で顧客ニーズに合った差別化された半導体を生み出す仕
組みと言えます。例えば、最近話題になるAI（人工知能）サーバー向け半導体でも、汎用的であるために電力がかかるといった問題点がありま
す。それに対して同社は、「電力消費量を変えずに、ある機能を省いて、ある機能を高めたい」といったニーズに応えることができます。
　同社は、従来からグローバルに需要拡大が見込まれる最先端分野に注力していることも特徴です。売上のプロセスノード別構成比では、最先
端の3-7nmが86％を占めているのがその証左です（2026年3月期第1四半期時点）。2026年3月期下期からは自動車の自動運転関
連、2027年3月期からはデータセンター向け、が立ち上がるとみられます。2026年3月期を業績のボトムに中長期的な成長が期待されます。

組入銘柄のご紹介

　今月は、「ボーイング」や「エアバス」の主力航空機に搭載されるエンジンの部品を製造する「AeroEdge（エアロエッジ）」をご紹介します。より
具体的には、これら航空機メーカーの機体に搭載される『LEAP（リープ）エンジン』（仏「サフラン」が製造）の1部品である『チタンアルミブレー
ド』を、「AeroEdge」が供給しています。航空機は機体の小さな不具合でも大事故につながるリスクがあるため、部品供給メーカーには信頼性の
高い製品を安定的に作り続けることが求められます。同社は、チタンアルミという非常に加工がしづらい材料を、顧客が求める品質で加工すること
ができ、その技術が認められて、日本の中小企業としては異例となるエンジンメーカーへの直接供給を行っています。
　同社の起源は「菊地歯車」という栃木県の老舗メーカーであり、現在も自動車や建設機械に搭載される歯車を製造していますが、より付加価
値の高い領域への進出を目指して航空宇宙部門を立ち上げ、そこから分離・独立したのが「AeroEdge」になります。
　同社の売上高は2025年6月期で36億円と、まだ中小企業と言って差支えない規模ですが、「サフラン」からの信頼は厚く、今年8月にはビジネ
ス拡大に向けた新たな契約締結が発表されました。従来の取引は材料が「サフラン」から無償支給され、その材料を加工して納品する形でした
が、新契約では材料の生産も同社が手掛け、供給シェアも現行の40％から40％台後半に引き上げられます。ちなみに、『チタンアルミブレード』
で材料と加工の一貫供給をするのは、同社が世界初です。加えて、「サフラン」以外の複数のエンジンメーカーに対して、『チタンアルミブレード』以
外の部品を量産加工することが2026年から始まる予定であり、顧客の分散も図られています。同社は今後も航空機業界において活躍の場を
広げ、さらなる成長を目指す方針です。

～AeroEdge（7409）～組入銘柄のご紹介

～ソシオネクスト（6526）～組入銘柄のご紹介

※最終ページの「本資料のご留意点」を必ずご覧ください。 4



※基準価額の変動要因は上記に限定されるものではありません。

その他の留意点

リスクの管理体制

信用リスク

流動性リスク

ファンドの目的・特色
ファンドの目的

ファンドの特色

株式を売却あるいは取得しようとする際に、十分な流動性の下での取引を行えず、市場実勢から期待される価格で売買できない可能
性があります。この場合、基準価額は影響を受け、損失を被ることがあります。

投資した企業や取引先等の経営・財務状況が悪化するまたは悪化が予想される場合等により、株式の価格が下落した場合には基
準価額は影響を受け損失を被ることがあります。

追加型投信／国内／株式

ＳＢＩ小型成長株ファンド　ジェイクール 月次レポート
販売用資料

愛称：jcool

委託会社では、ファンドのパフォーマンスの分析及び運用リスクの管理をリスク管理関連の各種委員会を設けて行っています。流動性リスクの管理においては、委託会社が規程を定め、
ファンドの組入資産の流動性リスクのモニタリングなどを実施するとともに、緊急時対応策の策定・検証などを行います。取締役会等は、流動性リスク管理の適切な実施の確保や流動
性リスク管理態勢について、監督します。

本ファンドは、小型成長株・マザーファンド（以下、「マザーファンド」といいます。）受益証券への投資を通じて、わが国の金融商品取引市場に上場する中小型株
式に投資し、信託財産の中長期的な成長をめざして積極的な運用を行います。

●マザーファンド受益証券への投資を通じて新規公開という、いわば「第2の創業期」を成長の契機として、新たに成長を加速する、企業家精神に溢れた「次代を
拓く革新高成長企業」に厳選投資します。原則として公開後3年以内の企業を投資対象とします。
●エンジェルジャパン・アセットマネジメント株式会社より投資に関する助言を受けて運用します。

価格変動リスク 一般に、株式の価格は個々の企業の活動や業績、国内外の経済・政治情勢、市場環境・需給等を反映して変動します。本ファンド
は株式の価格が下落した場合、基準価額は影響を受け損失を被ることがあります。

本ファンドは、マザーファンド受益証券を通じて主に国内株式を投資対象としています。株式等値動きのある証券を投資対象としているため、基準価額は変動しま
す。特に投資する中小型株式等の価格変動は、株式市場全体の平均に比べて大きくなる傾向があり、基準価額にも大きな影響を与える場合があります。したがっ
て、投資者の皆様の投資元本は保証されているものではなく、基準価額の下落により損失を被り、投資元本を割込むことがあります。信託財産に生じた利益及び
損失は、すべて投資者に帰属します。なお、投資信託は預貯金とは異なります。

特徴
①革新的な成長企業（新規株式公開企業等を含む）を中心とした調査・分析・投資助言に特化
②徹底した個別直接面談調査に基づく厳選投資
③投資リスク軽減のため、投資後も定期的な企業訪問を行い、充実した調査・分析を継続

投資リスク
基準価額の変動要因

主な変動要因

≪エンジェルジャパン・アセットマネジメント株式会社の概要≫
設立 2001年12月4日　関東財務局長（金商）第641号

経営理念 「企業家精神を応援し続け、経済社会の活性化に貢献する」という明快な理念の元、革新的な成長企業などへの投資に対する助言

・本ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリング・オフ）の適用はありません。
・本ファンドは、大量の解約が発生し短期間で解約資金を手当てする必要が生じた場合や主たる取引市場において市場環境が急変した場合等に、一時的に組入資産の流動
性が低下し、市場実勢から期待される価格で取引できないリスク、取引量が限られてしまうリスクがあります。これにより、基準価額にマイナスの影響を及ぼす可能性や、換金の申
込みの受付が中止となる可能性、換金代金のお支払いが遅延する可能性があります。

・投資信託は預金や保険契約と異なり、預金保険機構、保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。
・銀行など登録金融機関でご購入いただく投資信託は投資者保護基金の支払対象ではありません。
・収益分配金の水準は、必ずしも計算期間における本ファンドの収益の水準を示すものではありません。収益分配は、計算期間に生じた収益を超えて行われる場合があります。

・投資者の購入価額によっては、収益分配金の一部または全部が、実質的な元本の一部払戻しに相当する場合があります。
・収益分配金の支払いは、信託財産から行われます。したがって純資産総額の減少、基準価額の下落要因となります。
・本ファンドは、ファミリーファンド方式で運用を行います。当該運用方式には運用の効率性等の利点がありますが、投資対象とするマザーファンドにおいて、他のベビーファンドの資
金変動等に伴う売買等が生じた場合などには、本ファンドの基準価額は影響を受けることがあります。

※最終ページの「本資料のご留意点」を必ずご覧ください。 5



課税上は、株式投資信託として取扱われます。
公募株式投資信託は税法上、一定の要件を満たした場合にNISA（少額投資非課税制度）の適用対象となります。
当ファンドは、NISAの「成長投資枠（特定非課税管理勘定）」の対象ですが、販売会社により取扱いが異なる場合があり
ます。詳しくは、販売会社にお問い合わせください。
配当控除の適用が可能です。益金不算入制度の適用はありません。
※ 税制が改正された場合には、変更となる場合があります。税金の取扱いの詳細については、税務専門家にご確認されることをお勧
めします。

課税関係

購入価額

購入代金

換金単位

換金価額

換金代金

信託期間

繰上償還

決算日

収益分配

無期限（設定日：2005年12月26日）

受益権の口数が10万口を下回ることとなった場合等には繰上償還となる場合があります。

毎年12月22日（休業日の場合は翌営業日）

年1回決算を行い、収益分配方針に基づいて分配を行います。

換金制限
購入・換金

申込受付の中止
及び取消し

ファンドの資金管理を円滑に行うため、大口解約には制限を設ける場合があります。

金融商品取引所における取引の停止、その他やむを得ない事情等があるときは、購入・換金のお申込みの受付を中止する
こと、及び既に受付けた購入・換金のお申込みの受付を取消す場合があります。

申込締切時間 原則として、午後3時30分までに販売会社が受付けた分を当日のお申込み分とします。
※受付時間は販売会社によって異なることもありますのでご注意ください。

追加型投信／国内／株式

お申込みメモ

ＳＢＩ小型成長株ファンド　ジェイクール 月次レポート
販売用資料

愛称：jcool

購入単位

換金申込受付日から起算して5営業日目からお支払いいたします。

1口以上1口単位として販売会社が定める単位とします。（当初元本1口＝10,000円）
詳細は販売会社までお問い合わせください。

購入申込受付日の基準価額となります。

原則として、購入申込受付日から起算して5営業日目までに販売会社にお支払いください。

最低単位を1口単位として販売会社が定める単位とします。
詳細は販売会社までお問い合わせください。

換金申込受付日の基準価額から信託財産留保額を控除した価額となります。
換金手数料はかかりません。

※最終ページの「本資料のご留意点」を必ずご覧ください。 6



投資者の皆様にご負担いただく手数料等の合計額については、ファンドを保有される期間等に応じて異なりますので、表示することができません。

運用管理費用
（信託報酬）

ファンドの日々の純資産総額に年1.87%（税抜：年1.7％）を乗じて得た額とします。信託報酬は毎日計上され、毎計
算期間の最初の6カ月終了日（休業日の場合は翌営業日）及び毎計算期末または信託終了のときにファンドから支払わ
れます。
信託報酬＝運用期間中の基準価額×信託報酬率

販売会社 ※最終頁をご参照ください。　（受益権の募集・販売の取扱い、及びこれらに付随する業務を行います。）

委託会社、その他関係法人

委託会社 ＳＢＩアセットマネジメント株式会社　 （信託財産の運用指図、投資信託説明書（目論見書）及び運用報告書の作成等を行います。）

　　金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第311号　加入協会/一般社団法人投資信託協会 　一般社団法人日本投資顧問業協会

受託会社 三菱UFJ信託銀行株式会社　 （ファンド財産の保管・管理等を行います。）

その他の費用
及び手数料

ファンドの監査費用、有価証券売買時にかかる売買委託手数料、信託事務の処理等に要する諸費用、開示書類等の作
成費用等（有価証券届出書、目論見書、有価証券報告書、運用報告書等の作成・印刷費用等）が信託財産から差
引かれます。これらの費用は、監査費用を除き運用状況などにより変動するものであり、事前に料率、上限額などを示すこと
ができません。

投資者が信託財産で間接的に負担する費用

ファンドの費用

投資者が直接的に負担する費用

信託財産留保額 換金申込受付日の基準価額に0.3％を乗じて得た額とします。

購入時手数料 購入価額に3.3％（税抜：3.0％）を上限として販売会社が定める手数料率を乗じて得た額とします。
詳細は販売会社にお問い合わせください。

追加型投信／国内／株式

ＳＢＩ小型成長株ファンド　ジェイクール 月次レポート
販売用資料

愛称：jcool

※最終ページの「本資料のご留意点」を必ずご覧ください。 7



■販売会社では、受益権の募集・販売の取扱い、及びこれらに付随する業務を行います。
※1 株式会社ＳＢＩ証券は上記協会のほか、日本商品先物取引協会および一般社団法人日本暗号資産等取引業協会にも加入しております。
※2 マネックス証券株式会社は上記協会のほか、一般社団法人日本暗号資産等取引業協会にも加入しております。

○

○ ○

東海東京証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長
（金商）第140号

○ ○ ○ ○ ○

○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

株式会社イオン銀行(委託金融商品取引業
者 マネックス証券株式会社)

Ｊトラストグローバル証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長
（金商）第35号

楽天証券株式会社

三菱UFJ eスマート証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長
（金商）第61号

関東財務局長
（金商）第195号

マネックス証券株式会社※2 金融商品取引業者 関東財務局長
（金商）第165号

立花証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長
（金商）第110号

登録金融機関 関東財務局長
（登金）第633号

ＳＢＩ小型成長株ファンド　ジェイクール 月次レポート
販売用資料

愛称：jcool
追加型投信／国内／株式

金融商品取引業者

販売会社一覧

金融商品取引業者名 登録番号
加入協会

株式会社ＳＢＩ証券※1 金融商品取引業者 関東財務局長
（金商）第44号

日本証券業
協会

一般社団法人
金融先物取引業

協会

一般社団法人
日本投資顧問業

協会

一般社団法人
第二種金融商品

取引業協会

一般社団法人
日本STO協会

○ ○ ○ ○

株式会社ＳＢＩ新生銀行（委託金融商
品取引業者 株式会社ＳＢＩ証券） 登録金融機関 関東財務局長

（登金）第10号

株式会社ＳＢＩ新生銀行（委託金融商品
取引業者 マネックス証券株式会社） 登録金融機関 関東財務局長

（登金）第10号

○ ○

○本資料は、ＳＢＩアセットマネジメントが作成した販売用資料で、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。○本資料は、ＳＢＩアセット
マネジメント株式会社が信頼できると判断したデータに基づき作成されておりますが、その正確性、完全性について保証するものではありません。また、将
来予告なく変更されることがあります。○本資料中のグラフ、数値等は過去のものであり、将来の傾向、数値等を予測するものではありません。○投資
信託は値動きのある証券に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、元本保証はありません。○投資信託の運用による損益はすべて受益
者の皆様に帰属します。○当ファンドをお申込みの際には、必ず投資信託説明書（交付目論見書）の内容をご確認の上、お客様ご自身でご判断く
ださい。

本資料のご留意点

○ ○ ○ ○ ○

○ ○
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